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北海道保健福祉部調査 

（令和６年11月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

１ 要援護者台帳の作成状況                           
  見守り対象とする要援護者の住所氏名、家族構成、連絡先、健康状態のほか、普

段の見守り方法や頻度等を定めた台帳を作成している市町村は、年々増加してお

り、令和６年は約90%の161市町村で「整備済み」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）端数処理の影響で100％にならない場合あり（以下、同様） 

 

２ 要援護者マップの作成状況                          
要援護者の住所や災害時の避難経路等を掲載した地図を作成している市町村は、

平成26年以降、概ね横ばいで推移しており、令和６年は約48%の85市町村で「整備

済み」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要 援護者を地域で支える関係機関連携等の状況について 

見守り対象とする要援護者（「避難行動要援護者」を例とした基本的な考え方） 

 要介護認定３～５を受けている方 

 身体障害者手帳１・２級の第１種を所持する身体障がい者 

 療育手帳Ａを所持する知的障がい者 

 精神障害者保健福祉手帳１・２級を所持する単身世帯の方 

 市町村の生活支援を受けている難病患者 

 上記以外で自治体が支援の必要を認めた方 
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３ 地域でのネットワークの構築状況                       
  市町村をはじめ、民生委員・児童委員や社会福祉協議会、老人クラブなど、要援

護者の見守りを行う地域でのネットワークを構築している市町村は、年々増加し

ており、令和６年は約74%の132市町村で「整備済み」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 行政と事業者による情報共有                         
  市町村と電気・ガス等のライフライン事業者とが情報を共有できる仕組みを整

備している市町村は、年々増加しているものの、３割に満たない状況が続いてお

り、令和６年は約29%の52市町村で「整備済み」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 市町村内の連携組織の整備状況                       
  直接住民から相談を受ける機会の多い部署が要援護者に関する情報を共有し、

連携を図るための会議を整備している市町村は、平成26年以降、３割前後で推移

しており、令和６年は約30%の53市町村で「整備済み」となっている。 
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６ 孤立死事案の発生状況（令和６年１月１日～令和６年12月31日）                             
  死後１週間を超えて孤立した状態で発見される孤立死（道における定義）の発

生状況については、年々増加しており、令和６年の発生件数は、平成26年の４倍

に相当する264件となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (1) 発見された方の年齢              (2) 発見された方の性別  
区分 令和６年 (参考)令和５年 

65歳以上 171人(64.8%) 171人(69.5%) 

65歳未満 93人(35.2%) 75人(30.5%) 

計 264人(00.0%) 246人(00.0%) 
 
 (3) 発見者（複数回答）（令和６年）  

区分 最初の気付き 実際の発見 「その他」の例 

市町村職員 28件 31件 ・住居管理会社 

・家主、管理人 

・新聞販売業者 

・知人 

・ケアマネージャー 

・地域包括支援センター職員 

・燃料販売業者        等 

家族・親戚 29件 30件 

町内会役員 3件 1件 

民生委員 12件 0件 

近隣住民 61件 6件 

警察・消防 9件 217件 

その他 123件 33件 
 
 (4) 発見までの日数  

区分 令和６年 (参考)令和５年 

８日以上14日以内 65件(24.6%) 61件(24.8%) 

15日以上１ヶ月未満 98件(37.1%) 92件(37.4%) 

１ヶ月以上３ヶ月未満 77件(29.2%) 69件(28.0%) 

３ヶ月以上５ヶ月未満 14件(05.3%) 8件(03.3%) 

５ヶ月以上 5件(01.9%) 10件(04.1%) 

不明 5件(01.9%) 6件(02.4%) 

計 264件(00.0%) 246件(00.0%) 
 
 (5) 公的サービス利用の有無（令和６年）  

区分 件数 サービスの内訳（複数回答） 

有 181件 ￮ 生活保護……………176件 
￮ 介護給付サービス…004件 
￮ 福祉サービス………002件 
￮ その他………………004件 

無 83件 

計 264件 

 

区分 令和６年 (参考)令和５年 

男性 197人(74.6%) 188人(76.4%) 

女性 67人(25.4%) 58人(23.6%) 

計 264人(00.0%) 246人(00.0%) 

発生状況の内訳 
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